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【主要事業の概要】
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主な事業名 内容 H１７年度

設 立
目 的
経 緯
概況等

畜産経営技術高度化促
進事業

自衛防疫強化総合対策
事業

H１８年度
事業費（単位：千円）

H１６年度
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農政部畜産課

055-222-4004

info@yamanashi.lin.go.jp

昭和３１年１月２８日

【 法 人 の 概 要 】
代 表 者 名

所 在 地
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その他

出資比率

所管部（局 ）課

電 話 番 号

E-mail ア ド レ ス

設 立 年 月 日
出資者名

会長 功刀光紀

甲府市里吉３－９－１

http://yamanashi.lin.go.jp
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千円
笛吹農業協同組合

％7,174

343,272

山梨県
出資額
87,500

農畜産業振興機構
全国農業協同組合連合会
山梨県酪農業協同組合

梨北農業協同組合

山梨県信用農業協同組合連合会
全国共済農業協同組合連合会

補給金制度運営適正化
事業

経営感覚に優れ、より畜産性の高い畜産経営体に
よって競争力の高い生産構造を確立し」ていくため、
コンサルタント団による支援指導等の取り組みを行
う。また、担い手の育成確保を推進する。

畜産農家の組織化に対応し、家畜の衛生管理を計画
的に実施することにより畜産農家の自主的な防疫措
置の定着化を図り、家畜の伝染病発生予防と生産者
の向上に資する。
補給金制度の適正かつ円滑な推進を図るため
の各確認事務、啓発指導、報告等を実施す
る。

巨摩野農業協同組合

・平成１３年４月に（社）県畜産会、（社）県畜産物価格補償協会、（社）県肉用子牛価格安定基金協会、（社）県家畜畜産物衛生指導
協会の４団体を統合し設立された。
・畜産業を営む者及びその組織する団体の経営・運営指導、所得安定対策、家畜及び畜産物の価格安定対策、肉用子牛生産者補
給金の交付、家畜の飼養管理及び保健衛生に関する技術指導その他畜産の発展に資するための事業を行い、畜産振興に寄与す
ることを目的とする。
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【経営の状況】 （単位：千円）
１６年度 １７年度 １８年度 増減（１８－１７）

2,042 1,923 2,061 138
2,185 2,386 2,449 63

0
10,407 9,322 11,445 2,123
24,279 23,634 26,004 2,370

141,477 121,763 55,993 △ 65,770
248,969 192,113 283,073 90,960
429,359 351,141 381,025 29,884

4,844 6,722 5,204 △ 1,518
434,203 357,863 386,229 28,366
39,060 37,359 35,839 △ 1,520

388,421 315,299 343,071 27,772
427,481 352,658 378,910 26,252

1,878 △ 1,517 2,115 3,632
6,722 5,205 7,319 2,114

（単位：千円）
１６年度 １７年度 １８年度 増減（１８－１７）

25,970 18,325 161,101 142,776
675,458 700,434 589,700 △ 110,734
701,428 718,759 750,801 32,042
19,003 13,088 153,781 140,693

0
447,763 471,964 353,937 △ 118,027

1,580 790 △ 790
466,766 485,052 507,718 22,666
234,662 233,707 243,083 9,376
218,272 218,272 218,272 0

うち基本財産以外の正味財産 16,390 15,435 24,811 9,376
うち当期正味財産増減額 3,649 △ 954 9,375 10,329
その他積立金等 12,741 16,389 15,436 △ 953

（単位：千円）
１６年度 １７年度 １８年度 増減（１８－１７）

0
人件費（派遣法）補助金 0
人件費（派遣法以外）補助金 0
人件費以外の補助金 0

0 0 0 0
3,111 3,147 3,173 26
3,111 3,147 3,173 26

人件費（派遣法）委託金 0
人件費（派遣法以外）委託金 0
人件費以外の委託金 5,833 5,815 5,302 △ 513

委託金 計 5,833 5,815 5,302 △ 513
8,944 8,962 8,475 △ 487

2.1 2.6 2.2 △ 0
0
0

【県の財政的関与の内容・目的】

県貸付金残高
県債務負担実際残高

項 目
基本財産運用収入

県支出金 計

運営費補助金
事業費補助金

補助金 計

項 目
負担金

会費収入
寄付金収入
受託事業収入
自主事業収入
補助金収入
その他の収入

当期収入 計 ①
前期繰越収支差額

収入 計 ②
人件費
その他の支出

当期支出 計 ③

資産 計
流動負債

うち短期借入金

当期収支差額 ①－③
次期繰越収支差額 ②－③

項 目
流動資産

県の財政的関与の割合（％）

うち基本財産等

収
支
状
況
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務
状
況

県
の
財
政
的
関
与
の
状
況

固定負債
うち長期借入金

負債 計
正味財産

固定資産

項目 内容・目的

補助金
（事業費）

債務負担行為

ちくさん探検隊交流事業（250）、自衛防疫強化総合対策事業（2,923）

該当なし

補助金
（運営費）

該当なし

委託金
高度化促進事業（3,703）、豚コ清浄農家指導監視強化事業（1,599）



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 5 20 16 80.0%

計画性 5 20 20 100.0%

組織運営の
適正性 4 16 11 68.8%

財務状況 11 44 31 70.5%

効率性 7 28 21 75.0%

合計 32 128 99 77.3%

【警戒指標】

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

本協会の設立目的、定款に従った適切な運営がなされている。

本協会の主要な業務が、中央畜産関係団体等からの補助事業や委託事業を受けて実施している
ことから、長期的な見通しを立てることは難しいが、管理部門については今後とも長期的な経営計
画を持って運営にあたっていく。

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視
点

出資法人の組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されているかを問
う視点

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目
的と適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に
事業運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に
整備、運用され、かつ情報公開による透明性
の確保が適切であるかを問う視点

対応策

新規事業の積極的な取り組みや資金の効率的な運用を行い、安定した収入の確保を図っていく。

適正な運営がなされている。

適正な要員配置を図りながら、人件費や管理経費の見直しを継続していく。

4団体の組織統合後、6年を経過し管理部門の効率化は図られているが、業務部門についても一
層相互補完が出来るように見直しを行っていく。

概ね適切に運営がなされているが、今後さらに安定した経営がなされるよう収入の確保に取り組ん
でいく。

財務状況

効率性

総合的評価

経営評価レーダーチャート
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

【総合評価】：（経営評価委員会、経営評価アドバイザーによる総合評価）

【総合所見等に対する今後の対応方針】
設立目的に従って更なる事業推進が図られるよう、畜産農家の必要に応じて畜産専門技術者や作業者等を

紹介する人材活用事業などの新たな事業を積極的に実施し、安定的な財源の確保に努力していくとともに、今
後とも計画と実績の差異分析を行い、管理部門の効率化・合理化を進めていく。
また、引き続き、従来の職員構成にとらわれない適正な要員配置を行うとともに、研修等による組織の活性化

や職員資質の向上を図り、能力の有効活用に努めていく。

総合的所見

※ランク下
の％は得点
率による概
ねの目安で
あるが、総
合的に評価
するため、
得点率とは
必ずしも一
致 し な い

・畜産業者及びその組織する団体の経営・運営指導、家畜及び畜産物の価格安定対策、家畜の
飼養管理及び保健衛生に関する技術指導など畜産業発展のための事業を行い、畜産振興に寄
与することを目的に、平成１３年４月に畜産関係の４団体を統合し設立された法人である。
・平成15年度に経営計画を策定し、これまで県支出金の削減や組織体制の見直し、運営コスト縮
減に努めており、各項目の評価にもその効果が表れており、全体的に見ても健全な経営状況に
あるといえる。
・今後は、補助金の削減により、法人経営が厳しさを増すことが想定されることから、改革実績の
検証を定期的に行い、さらなる効率化・合理化に努める必要がある。また、職員の高齢化が進
み、人件費の増嵩も予想されることから、職員の意欲向上を図りつつ、人件費総額の抑制方策も
検討する必要がある。

効率性
事業収入確保及び管理費削減に対する運営努力は認められる。
必要最低限の人員で多くの事業を行う必要があるため、今後は、更に各事業課が連携して事業
に取り組む必要がある。

総合的評価

概ね設立目的に沿った法人運営がなされており、十分に評価できる。
今後は、中央団体からの助成金等の縮減により、法人経営が厳しさを増すことが予想されること
から、より安定的な運営を行うため、法人単独事業等に積極的に取り組み、自主財源を確保して
いく必要がある。

今後更なる改
善、見直しを
行うべき視点

目的適合性 計画性 組織運営の適正性 財務状況 効率性

Ｂ
（６０％～７５％）

Ｃ
（５０％～６０％）

Ｄ
（～５０％）

Ａ
（７５％～）

組織運営の
適正性

運営体制については、総務担当・経営指導課・価格安定課・衛生指導課により業務を行っており
合理的である。また職員についても、経営計画に基づき人員削減を行い、現在、プロパー職員６
名体制となっており、必要最低限の人員構成となっている。

財務状況
中央団体等からの補助が運営費の大部分を占めているが、今後は、法人単独事業等に積極的
に取り組むことにより自主財源を確保し、安定的な財政運営を図ることが必要である。

目的適合性
県内の畜産農家及び団体に対し経営・運営の指導、所得安定対策及び家畜の飼養管理と保健
衛生に関する技術指導等を行うなど、法人の設立目的に適合している。

計画性
合理化計画に基づき各年度の具体的な事業計画を定めて運営をおこなっている。また各事業ご
とに計画と実績の差異分析も行っており、計画的である。来年度に経営計画の見直しを行う予定
であるが、経営基本方針を明確にし、運営を行って行く必要がある。


